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諮問庁：日本年金機構 

諮問日：平成２８年１０月２１日（平成２８年（独個）諮問第２１号） 

答申日：平成２９年１０月１３日（平成２９年度（独個）答申第４６号） 

事件名：本人が特定日に提出した健康保険・厚生年金保険被保険者資格確認請

求書に係る関係行政機関との事跡記録等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる保有個人情報（以下「本件請求保有個人情報」という。）

の開示請求に対し，別表の１欄に掲げる文書１ないし文書３及び文書５に

記録された保有個人情報（以下，順に「本件対象保有個人情報１」ないし

「本件対象保有個人情報３」及び「本件対象保有個人情報５」という。）

を特定し，その一部を不開示とし，別表の１欄に掲げる文書４に記録され

た保有個人情報（以下「本件対象保有個人情報４」といい，本件対象保有

個人情報１ないし本件対象保有個人情報３及び本件対象保有個人情報５と

併せて「本件対象保有個人情報」という。）を保有していないとして不開

示とした決定は，結論において妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関

する法律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対

し，日本年金機構（以下「機構」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）

が，平成２８年５月２０日付け年機構発第３３号により行った一部開示決

定（以下「原処分」という。）について，取り消し，不開示とされた部分

の開示を求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載によると，おおむね以

下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 平成２０年８月１日の確認請求の文書の開示 

（ア）審査請求人は，平成２０年８月１日，旧社会保険庁群馬社会保険

事務局特定社会保険事務所（以下，単に「特定社会保険事務所」と

言う。）（現貴機構特定年金事務所（以下，単に「特定年金事務所」

と言う。））に対して，①健康保険及び厚生年金保険厚生年金保険

被保険者資格取得の確認請求書（甲１の１）並びにそれに付属する

文書として②審査請求人が当時の勤務先だった群馬県特定市特定町
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丁目番地の特定事業所との間で交わした雇用契約書の写し（甲１の

２），③審査請求人が特定事業所を経営していた特定会社から支給

された平成１９年１２月分乃至平成２０年７月分の給与の詳細が記

された書面の写し（甲１の３）及び④特定事業所が用いた特定商品

を管理及び販売するための番号と同番号が意味する特定商品の種類

及び内容との対応等が書かれたメモ帳の写し（甲１の４）を提出し

た。 

審査請求人は，平成２１年１月１５日頃，特定社会保険事務所に

対して，④特定会社が発行した平成２０年分の給与所得の源泉徴収

票の写し（甲１の５）を提出した。 

審査請求人は，平成２８年４月８日付「保有個人情報開示請求書」

で「私が，平成２３年８月４日に提出した『健康保険・厚生年金保

険被保険者資格確認請求書』は平成２０年８月１日（当時社会保険

庁）の再提出であることを確認するために行った関係行政機関との

事跡記録の全てと関係書類，提出書類の全て。開示期間平成２０年

８月１日から平成２８年４月３０日までとする。」として保有個人

情報の開示を求めた（甲２）が，その趣旨は，上記①乃至④の開示

を求めるものであった。 

貴機構は，上記①乃至④の文書があるのに，これを開示しない。 

同文書の情報は，不開示情報に該当しない。 

よって，審査請求人は，貴機構に対して，①乃至④の文書の開示

を求める。 

（イ） 

ａ この点，上記雇用契約書の写しは開示されている。その理由は

以下である。 

即ち，審査請求人は，平成２３年８月４日，特定年金事務所に

対して，厚生年金保険・健康保険被保険者資格の確認の請求を

したところ，この際，同雇用契約書の写しを提出した。 

同文書は，今回の保有個人情報開示請求で開示された。 

ｂ 審査請求人は，上記第２の１（１）で②の文書の開示を請求し

たが，この文書は同雇用契約書の写しである。 

同写しは既に開示されている。 

審査請求人の②の文書の開示の請求は，重ねて同雇用契約書の

写しの開示を求めるものであって，開示の利益がないとも思わ

れるが，審査請求人が求めた②の文書とは，「審査請求人が 

平成２０年８月１日に提出した雇用契約書の写し」である。 

審査請求人が平成２３年８月４日に提出した雇用契約書の写し

が開示されても，この文書が開示されたことにはならない。 
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貴機構は，②の文書を開示する必要がある。 

イ 文書又は電磁的記録の開示 

（ア）事跡記録の開示 

ａ 確認請求に係る事跡記録は，平成２３年８月４日乃至同年１２

月６日のもの（甲３）が開示されたが，平成２３年８月４日より

前及び平成２３年１２月６日より後の同記録の開示はなかった。 

特定社会保険事務所及び特定年金事務所では，業務の管理及び

執行のため，特定人の事跡を記載又は記録した文書（メモを含

む。以下同じ。）又は電般的記録を作成及び保管している筈で

ある。 

特定社会保険事務所及び特定年金事務所は，審査請求人の平成

２３年８月４日より前及び平成２３年１２月６日より後の事跡

を記載又は記録した文書又は電磁的記録を作成及び保管してい

ると言える。 

同文書又は電磁的記録は不開示情報に該当しない。 

貴機構は，同文書又は電磁的記録を開示すべきである。 

ｂ 平成２３年８月４日より前及び平成２３年１２月６日より後の

事跡には，例えば，以下のことが記載又は記録されていると考え

られる。 

（ａ）平成２３年８月４日より前の事跡 

審査請求人は，平成２０年８月１日に厚生年金保険・健康保

険の被保険者資格の確認を請求してから平成２３年８月３日ま

での間，特定社会保険事務所及び特定年金事務所に対して，直

接又は電話で，同請求の処理の進捗方を問い合わせる等した。 

（ｂ）平成２３年１２月６日より後の事跡 

審査請求人は，平成２３年１２月７日より今日までの間，特

定年金事務所に対して，直接又は電話で，「審査請求人は，健

康保険の被保険者資格の確認を請求したが，『平成２３年１１

月２５日付厚生年金保険被保険者資格確認（処分）通知書』

（甲４）は審査請求人の厚生年金保険の被保険者資格を確認す

るのみで，健康保険の被保険者資格の確認をしていない。審査

請求人は，特定年金事務所から，健康保険の被保険者資格を確

認する文書を受領していない。審査請求人の健康保険の被保険

者資格は確認されないままになっている。同事務所は，同確認

をすべきである」とか，「甲４の通知書では厚生年金保険の被

保険者であった期間の終期が平成２１年５月１日となっている

が，同終期は，同日より後の筈である。何故ならば，審査請求

人は，同日より後も，被保険者であるために必要な労働時間数
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の労働をしたからで，仮に被保険者であるために必要な労働時

間数の労働をしなかったとしても，それは正当な理由がないの

に特定会社が審査請求人の労務の提供を拒否したからである。

同終期については，これを審査請求人が特定事業所を退職した

平成２２年４月２５日とするのが妥当である」とか，「特定年

金事務所は，審査請求人が厚生年金保険及び健康保険の被保険

者資格の確認を請求したのが平成２０年８月１日であることを

認めよ」とかのことを言った。 

（イ）警察とのやり取りの記録の開示 

ａ 審査請求人は，警察に対して，「特定社会保険事務所又は特定

年金事務所が上記ア（ア）①乃至④を紛失させたのは公用文書毀

棄（刑法２５８条）に当たる」とか「特定年金事務所は，審査請

求人に対して，①平成２３年９月２０日付『厚生年金保険・健康

保険被保険者資格確認（却下）通知書』（甲５），②平成２３年

１１月２５日付『厚生年金保険・健康保険被保険者資格確認（処

分）通知書』（但し，資格喪失年月日が平成２１年４月３０日の

もの。甲６），③公印及び発番号のない同日付『厚生年金保険被

保険者資格確認（処分）通知書』（甲７）及び④公印及び発番号

がある同日付同通知書（但し，資格喪失年月日が平成２１年５月

１日のもの。甲４）を交付したが，②を交付する際『①と差替え

でないと②を交付しない』旨言い，④を交付する際『①及び②と

差替えでないと④を交付しない』旨言った。特定年金事務所は，

このような差替えを求めることなく②及び④を交付することが義

務付けられていたのだから，『差し替えなければ交付しない』と

した特定年金事務所の取扱いは違法である」とかのことを言い，

これらのことの捜査又は事情聴取を求めた。 

警察官は，特定年金事務所の職員を取り調べ又は同職員から事

情を聴取した（甲８及び甲９）。 

捜査機関から取調べを受けたり事情聴取されたりするのは重大

である。 

しかも，事情を聴かれたり取調べを受けたりした内容が同事務

所の職員が犯したかも知れない罪に関わることである場合，そ

の重大性は増す。 

同事務所が，同事務所の職員が捜査機関に取り調べられたり事

情を聴取されたりしたことに関わることについて記載又は記録

された文書又は電磁的記録を作成及び保管しないことは考えら

れない。 

ｂ 審査請求人は，平成２８年４月８日付「保有個人情報開示請求
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書」で「平成２７年７月～８月に群馬県警察・特定警察署・特定

課の文書消滅に関する調査及び事実確認，故意の有無に関する事

跡記録の全て（資料を含む）」の開示を求めたが，その趣旨は，

上記イ（イ）ａの文書又は電磁的記録の全てを開示するよう求め

たものであった。 

同文書及び電磁的記録は，不開示情報に該当しない。貴機構は，

同文書又は電磁的記録を開示すべきである。 

（ウ）総務省群馬行政評価事務所とのやり取りの記録の開示 

ａ 総務省群馬行政評価事務所は，特定年金事務所に対して，甲１

０の照会をした。 

同事務所は，総務省群馬行政評価事務所に対して，甲１１の回

答をした。 

同事務所は，特定年金事務所に対して，甲１２の依頼をした。 

ｂ 同事務所は，甲１０乃至甲１２に関わることが記載又は記録さ

れた文書又は電磁的記録（会議録，回答内容の起案文書及び当時

の担当者から事情を聴取した事情聴取書等）を作成及び保管して

いる筈である。 

何故ならば，甲１１は特定年金事務所としての公的な見解を外

部に伝えるものであるところ，貴機構では，年金事務所が公的

な見解を外部に伝える場合，必ず同文書又は電磁的記録が作成

及び保管されるからである。 

同文書又は電磁的記録は，不開示情報に該当しない。 

貴機構は，上記文書又は電磁的記録を開示すべきである。 

（エ）甲４乃至甲７の文書を作成及び交付するまでの記録の開示 

甲４乃至甲７の文書が作成されるまでには，起案書，稟議書及び

決裁書等の甲４乃至甲７の文書を作成及び交付するのに必要な文書

又は電磁的記録が作成された筈である。 

何故ならば，甲４乃至甲７は，厚生年金保険及び健康保険の被保

険者資格を確認する文書であるところ，これらは年金受給権の発生

又は不発生を来す重要なものであって，とすれば，作成及び交付に

慎重を期すからである。 

又，甲４乃至甲７は外部に対して貴機構の判断を示すものである

ところ，貴機構では，同判断を示す文書を作成及び交付する前，起

案審，稟議書及び決裁書等の同文書を作成及び交付するのに必要な

文書又は電磁的記録を作成していたからである。 

同文書又は電磁的記録は，不開示情報に当たらない。 

貴機構は，同文書又は電磁的記録を開示すべきである。 

（オ）上記イ（ア）乃至（エ）以外の文書及び電磁的記録の開示 
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特定社会保険事務所（特定年金事務所）は，上記イ（ア）乃至

（エ）以外に，日報，会議録，報告文書，処理伺文書，議案書，決

裁書及び事案の検討メモ等の文書又は電磁的記録を作成及び保管し

ている筈である。 

同文書又は電磁的記録は不開示情報に該当しない。 

貴機構は，上記文書若しくは電磁的記録又はメモ等を開示すべき

である。 

ウ 甲１３の裏面の文書の開示 

審査請求人は，「厚生年金保険・健康保険被保険者資格確認（却下）

通知書」が自宅に郵送された後の平成２３年９月下旬，特定年金事

務所特定職名（当時）のＡに対して，同通知書の判断が不当である

旨主張し，同判断を争う方法の教示等を求めた。 

Ａは，同方法を説明したが，その際，甲１３のメモを書いた。 

ところで，同メモは，「任意包括適用事業所に関する新規適用につ

いて」と題された文書（甲１４）の裏に書かれたものであった。 

審査請求人は，特定年金事務所に対して，この「任意包括適用事業

所に関する新規適用について」と題する文書も提出した。 

貴機構は，同文書を保管しているのに，同文書を開示しない。 

同文書は，不開示情報に該当しない。 

よって，貴機構は，同文書を開示すべきである。 

エ 甲１５の一部不開示部分の開示 

特定会社は，総務省年金記録確認関東地方第三者委員会から「厚生

年金保険の届出等に係るお問い合わせ（依頼）」と題する文書（甲

１５）の送付を受け，同文書別紙の質問に回答した（甲１６）。 

審査請求人は，同回答が書かれた文書の開示を請求した。 

同回答が書かれた文書の一部である「質問２」の回答部分は，不開

示となった。 

同部分は，法１４条３号イに該当しない。 

何故ならば，同部分の回答が明らかになったとしても，特定会社の

利益が害されることはないからである。 

同部分がその他の不開示情報に該当することはない。 

よって，貴機構は，同部分を開示すべきである。 

上記処分の内容が書かれた文書の写しを審査請求書に添付する。 

証拠方法 

甲第１号証の１ 健康保険及び厚生年金保険厚生年金保険被保険者

資格取得の確認請求書 

甲第１号証の２ 雇用契約書（パートタイマー） 

甲第１号証の３ 審査請求人が特定事業所に勤務していた間に特定
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会社から支給された平成１９年１２月分乃至平成２

０年７月分の給与の詳細が分かる書面 

甲第１号証の４ 特定事業所が特定商品を管理及び販売するために

用いた番号と同番号が意味する特定商品の種類及び

内容との対応等が普かれたメモ帳 

甲第１号証の５ 平成２０年分給与所得の源泉徴収票 

甲第２号証   保有個人情報開示請求書 

甲第３号証   確認請求に係る事跡管理簿 

甲第４号証   厚生年金保険被保険者資格確認（処分）通知書 

甲第５号証   厚生年金保険・健康保険被保険者資格確認（却下）

通知書 

甲第６号証   厚生年金保険・健康保険被保険者資格確認（処分）

通知書 

甲第７号証   厚生年金保険被保険者資格確認（処分）通知書 

甲第８号証   相談業務報告書 

甲第９号証   会話記録（録音反訳） 

甲第１０号証  行政相談について（照会） 

甲第１１号証  行政相談について（回答） 

甲第１２号証  行政相談について（依頼） 

甲第１３号証  特定年金事務所特定職名（当時）のＡ作成のメモ 

甲第１４号証  任意包括適用事業所に関する新規適用について 

甲第１５号証  厚生年金保険の届出等に係るお問い合わせ（依頼） 

甲第１６号証  甲第１５号証の依頼に対する特定会社の回答 

附属書類 

甲号各証写し １通 

委任状    １通 

（資料は省略） 

（２）意見書 

ア 開示請求された個人情報について 

（ア）機構は，頭書事件の「理由説明書」（以下，単に「理由説明書」

と言う。）２（１）で，開示請求がされた個人情報は以下であると

する。 

ａ 平成２３年８月４日に提出した「健康保険・厚生年金保険被保

険者資格確認請求書」に係る関係行政機関との事跡記録の全てと

関係書類，提出書類。 

ｂ 平成２７年４月８日付機構「保有個人情報の開示をしない旨の

決定について（通知）」に対して，内閣府に異議申し立てをした

資料及び受付簿 
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ｃ 群馬行政評価事務所へ平成２７年４月頃調査依頼をした事実の

わかる記録簿の全て 

ｄ 平成２７年７～８月に群馬県警察・特定警察署・特定課の文書

消滅に係る調査及び事実確認，故意の有無に関する事跡記録の全

て 

ｅ 特定年金事務所の平成２３年１２月６日以降の事跡記録簿 

（イ）ところで，審査請求人が開示請求した個人情報は，以下の通りで

ある。 

ａ 私が，平成２３年８月４日に提出した「健康保険・厚生年金保

険被保険者資格確認請求書」は平成２０年８月１日（当時社会保

険庁）の再提出であることを確認するために行なった関係行政機

関との事跡記録の全てと関係書類，提出書類の全て。開示期間平

成２０年８月１日から平成２８年４月３０日までとする。機構・

北関東信越地域第二部の回答を含む。 

ｂ 平成２７年４月８日付機構「保有個人情報の開示をしない旨の

決定について（通知）」に対して内閣府に異議申し立てをした資

料及び事跡記録又は管理簿の全て 

ｃ 群馬行政評価事務所へ平成２７年４月頃調査依頼をした事実の

分かる記録簿の全て 

ｄ 平成２７年７月～８月に群馬県警察・特定警察署・特定課の文

書消滅に関する調査及び事実確認，故意の有無に関する事跡記録

の全て（資料を含む） 

ｅ 特定年金事務所の平成２３年１２月６日以降の事跡記録簿 

（ウ） 

ａ 上記ア（ア）の記述には，上記ア（イ）の記述又は趣旨を変じ

たところがある。 

貴局には，上記ア（イ）の記載の個人情報の開示が請求された

ことを前提に，機構がした開示に関する決定の適否について判

断されたい。 

ｂ ここに，上記ア（イ）の請求の内容を敷衍する。 

（ａ）上記ア（イ）ａの第１文及び第２文で開示を求めたのは，

上記（１）審査請求書のア（ア）記載の通りである。 

（ｂ）上記ア（イ）ａの第３文で開示を求めたのは，以下のもの

だった。 

ⅰ 審査請求人は，平成２３年１１月２５日付け「厚生年金

保険・健康保険被保険者資格確認（処分）通知書」（甲６）

を交付されたが，その後回収され，同日付「厚生年金保険

被保険者資格確認（処分）通知書」（甲４）を交付された。 
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ⅱ 審審査請求人は，群馬県特定市役所を訪れ，国民健康保

険の保険料の還付を求めた。 

その理由は，以下の通りである。 

（ⅰ）甲４によれば，審査請求人は，平成２０年１月１日乃至

平成２１年５月１日，厚生年金保険の被保険者資格を有

していた。 

審査請求人は，この間，国民健康保険に加入し，保険料

を支払った。 

審査請求人は，「厚生年金保険と健康保険とは一体なの

で，厚生年金保険の被保険者資格が確認された以上，健

康保険の被保険者資格もあった」と考えた。 

健康保険の被保険者資格があれば国民健康保険の保険料

を支払う必要はない。 

そこで，審査請求人は，同市役所に行き，同保険料の還

付を求めた。 

同市役所の職員は，審査請求人に対して，「甲４は『厚

生年金保険の被保険者資格』を確認するのみで，健康保

険の被保険者資格を確認するものではない。甲４だけで

は保険料の還付を受けることは出来ない」とした。 

（ⅱ）審査請求人は，特定年金事務所特定職名（当時）のＢに

対して，大要以下の通り言い，厚生年金保険の被保険者

資格のみならず，健康保険のそれをも認定するよう求め

た。審査請求人は，平成２３年８月４日付け「厚生年金

保険・健康保険被保険者資格確認請求書」で，厚生年金

保険に加え，健康保険の被保険者資格の確認も求めてい

た。 

甲４は，この請求に対する処分だが，厚生年金保険の被

保険者資格の有無について確認するのみで，健康保険の

それについて確認していない。 

これは，判断の遺脱である。 

厚生年金保険及び健康保険の何れかの被保険者資格があ

れば，他方のそれもあるとされるのは当然である。 

よって，機構は，審査請求人が健康保険の被保険者であ

ることを確認すべきである。 

この点，甲４が交付される前に交付され，その後回収さ

れた甲６は，審査請求人に健康保険の被保険者資格があ

ることを確認していた（甲６のタイトルは「厚生年金保

険・健康保険被保険者資格確認（処分）通知書」であ
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る。）。 

甲６が交付された時と甲４が交付された時の間に審査請

求人の資格を変動させる事情はなかった。 

とすれば，甲４でも，厚生年金保険及び健康保険の両被

保険者資格を確認すべきだったと言える。 

（ⅲ）Ｂは，「何故甲４で健康保険の被保険者資格が確認され

なかったのかを，北関東信越地域第二部に対して聞く」

とした。 

ⅲ 上記ア（イ）ａの第３文で開示を求めたのは，これについ

ての特定年金事務所及び北関東信越地域第二部間のやり取り

が記載された文書（この文書は，何らかの情報が書かれたも

の一切と言う広い意味である。）並びに電磁的記録である。 

イ 原処分について 

（ア） 

ａ 機構は，理由説明書２（２）第２文において「イのうち『平成

２７年度異議申立て受付簿のうち，開示請求者以外の個人に関す

る情報』は法１４条２号の個人の権利利益を害するおそれがある

ものに該当するため不開示とした」と言う。 

ｂ 国民には，知る権利及び自己の情報の加除修正を求める自己情

報コントロール権がある（憲法２１条）。 

これらの権利は，公権力を民主的に統制し，国民の権利及び利

益を守るのに不可欠である。 

尤も，人権は，公共の福祉（憲法１３条）に服するから，これ

らの権利も無制限で認められる訳ではない。 

これらの権利の不可欠性からはこれらの権利の制約が許される

ためには，制約目的が必要不可欠で，手段が必要最小限でなけ

ればならない。 

ｃ 機構の不開示は，これらの権利の制約である。 

貴局は，上記の観点から，理由説明書２（２）の不開示が妥当

かを判断すべきである。 

（イ） 

ａ 機構は，理由説明書２（２）第３文において「エのうち『平成

２７年７月～８月に群馬県警察・特定警察署・特定課の文書消滅

に係る調査及び事実確認，故意の有無に関する事跡記録の全て』

については事跡を作成していなかったため文書不存在により不開

示とした」とする。 

ｂ 職員が捜査機関に聴取されたと言うのは，その職員が所属する

組織にとっては重大である。 
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特に，機構のような公的組織ではそうである。世上取り上げら

れ，批判を受けることがある。 

事象の内容によっては，役職員が処分を受けたり辞任したりす

ることがある。 

機構の役職員は，このような結果の発生があり得るところの捜

査機関による聴取については，その内容及び経過等を文書（こ

の文書は，何らかの情報が書かれたもの一切と言う広い意味で

ある。）及び電磁的記録を残す筈である。 

ｃ 審査請求人は，かかるものの開示を求めているのである。 

貴局は，機構に対して，これらを開示するよう求めるべきであ

る。 

（ウ） 

ａ 機構は，理由説明書２（２）第４文において「『機構北関東信

越地域第二部の回答』は開示請求時点及び現在においても回答を

作成していないため文書不存在により不開示とした」とする。 

ｂ 審査請求人が厚生年金保険及び健康保険の被保険者資格を確認

するよう求めたのに，厚生年金保険のそれしか確認しないのは判

断遺脱である。 

確認処分に暇庇があると言える。 

厚生年金保険の被保険者資格があれば健康保険のそれもあると

される。 

甲６には両資格の確認があるのに，甲４には健康保険の被保険

者資格の確認がない。 

審査請求人に後者の資格を失わせる事情は，両書面が交付され

る間，なかった。 

従って，厚生年金保険の被保険者資格しか確認しないのは，誤

りである。 

判断を求めた事項について判断を与えていない以上，この誤り

は重大である。 

Ｂが北関東信越地域第二部に聞いたのは，この誤りについての

ものだった。 

北関東信越地域第二部がこれについて何らかの回答を与えてい

ないことは，考えられない。 

ｃ 審査請求人は，特定年金事務所と北関東信越地域第二部とのこ

の何らかのやり取りが記された文書（この文書は，何らかの情報

が書かれたもの一切と言う広い意味である。）及び電磁的記録の

開示を求めているのである。 

貴局には，機構に対して，これらを開示させるべきである。 
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ウ 機構の見解について 

（ア） 

ａ 機構は理由説明書３において「上記（１）審査請求書のア（ア）

については，請求内容が前回と同様で平成２８年９月１２日情個

審第１７８３号の答申にて結果も出ている」と言う。 

ｂ 

（ａ）同答申書第３の２（１）によれば，特定年金事務所内の保管

庫及び倉庫を同事務所適用調査課長等ら複数名が，同事務所外

部倉庫を同適用調査課長が確認及び捜索したところ，上記（１）

審査請求書のア（ア）①乃至⑤（審査請求書のア（ア）中には，

④が二つある。後者の④は⑤の誤りである。審査請求人は，こ

の①乃至⑤の開示を求めたものである。）を発見出来なかった

と言う。 

同答申第５の２（２）は，同確認及び捜索は不十分でないと

する。 

（ｂ）しかし，同確認及び捜索は不十分である。 

その理由は，同確認及び捜索の主体が機構の職員だったから

である。 

機構と無関係の第三者に確認及び捜索させるべきである。 

そうすれば，同①乃至⑤は発見されると言える。 

（ｃ）審査請求人が機構と無関係の第三者に確認及び捜索させるべ

きと主張する理由は，以下の通りである。 

ⅰ 審査請求人が①乃至⑤の開示を請求した理由は，審査請求

人が平成２０年８月１日に厚生年金保険・健康保険被保険者

資格の確認請求をしたことを証明するためだった。 

即ち，審査請求人は資格取得年月日を平成２０年１月１日，

資格喪失年月日を平成２１年５月１日とする厚生年金保険の

受給資格があった（甲４）。 

確認請求をした日が平成２３年８月４日ならば，厚生年金

保険の保険料の徴収権が時効に罹り，この期間に対応する保

険給付を受けることが出来ない（厚生年金保険法７５条本

文）。 

この点，確認請求をした日が平成２０年８月１日ならば，

この期間の徴収権が時効消滅することはなく（同条但書），

審査請求人は，この期間分の厚生年金を受給することが出来

る。 

審査請求人は，同日，確認請求したのである。 

審査請求人がこの期間分の厚生年金を受給出来ないことは
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ないのである。 

機構は，審査請求人が同日に同確認請求をしたことを否定

している。 

そこで，審査請求人は，上記①乃至⑤の開示を受け，同確

認請求を証明しようと言うのである。 

ⅱ 機構は，審査請求人が同日確認請求したことを否定してい

るのだから，同①乃至⑤が発見されるのを望まない。 

このような機構に同発見及び捜索をさせるのは適当でない。 

十全な発見及び捜索活動がなされないことになるからであ

る。審査請求人が機構と無関係の第三者に確認及び捜索をさ

せるべきと主張したのは，このためである。 

ｃ 

（ａ）同答申書第３の２（１）によれば，「当時の担当者及び管理

の確認を行ったが，特定年金事務所で受付した形跡，当該事業

所に対する調査をした事跡も確認できなかった」と言う。 

同答申書第５の２（２）からは，この確認出来なかったのは

不自然及び不合理ではないと言うようである。 

（ｂ）しかし，この確認は不十分である。 

その理由は，上記ウ（ア）ｂ（ｃ）と同様である。 

同担当者に対しては，機構と無関係の第三者が，確認を行う

べきである。 

機構の職員及びその関係者は，上記①乃至⑤の発見を回避し

たいのである。 

その彼らが確認を行っても，何ら実効性がないのは明らかで

ある。 

ｄ 

（ａ）同答申書第３の２（２）は，「これまでに平成２０年８月１

日に資格確認書を年金事務所が受付したという主張を年金事務

所職員は聞いたことがない」，「『年金記録に係る確認申立書』

を受付した際，異議申立人が主張している約束事について要望

が全くなかったと担当職員より聴取している（平成２７年６月

１日特定年金事務所より報告）」及び審査請求人は「平成２１

年１２月１７日に平成２０年の資格確認請求書にかかる開示請

求書の提出を拒否されたと主張しているが，当時の担当職員か

ら事実は無いものとして聴取している（平成２７年６月１１日

特定年金事務所より報告）」等とする。 

同答申書第５の２（２）は，これらの記載は不自然及び不合

理ではないとするようである。 
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（ｂ）しかし，審査請求人は，平成２０年８月１日の確認請求後，

しばしば，当時の担当者であった特定社会保険事務所特定職名

のＡに対して，その進捗を問い合わせていた。 

Ａからは，同確認請求がなされたこと，これが無効になるこ

とはないこと及びこれについて必ず処理すること等を言われて

いた。 

審査請求人は，これを何度も言われた。 

審査請求人が上記開示請求書の提出を拒否された事実もある。 

この当時提出した開示請求書の写しを甲第２３号証として提

出する。 

収入印紙まで貼って確認請求についての開示請求書を用意し，

これを提出しようとしたことは，社会経験上，確認請求されて

いなければしない筈である。 

（ｃ）機構の職員からの聴取は，機構と無関係の第三者が，これを

行うべきである。 

その理由は，上記ウ（ア）ｂ（ｃ）と同様である。 

機構は上記①乃至⑤の発見を回避したいのである。 

その職員及び関係者が聴取したのでは，必要十分な質問が出

来ず，真実が明らかにならない。 

ｅ 貴局には，機構に対して，以下のことをするよう求める。 

「機構の役職員及びその関係者でない者が，上記ウ（ア）ｂの

発見及び捜索，ｃの確認及びｄの聴取をすること」 

審査請求人は，貴局の職員がこれらのことをするのが適当と考

える。 

（イ） 

ａ 機構は，理由説明書３において「審査請求書イ（ア）について

はそもそも請求されていない」とする。 

ｂ 審査請求人は，平成２３年１２月６日より後の事跡を記載した

ものを開示するよう請求している（上記ア（イ）ｅ）。 

平成２３年８月４日より前のものについても開示を請求してい

る（上記ア（イ）ａ）。 

従って，これらを請求されていないと言う機構の主張は，失当

である。 

機構は，これらを開示すべきである。 

（ウ） 

ａ 機構は，理由説明書３において「審査請求書イ（イ）（ウ）

（エ）（オ）については，作成しなくてはいけないという規定が

なく，そもそも作成していない」とする。 
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ｂ これらの記録は，公的組織であれば，作成しないことが考えら

れないものである（上記イ（イ）ｂ参照）。 

機構のこの説明は虚偽と言える。 

機構は，これを開示すべきである。 

（エ） 

ａ 機構は，理由説明書３において「審査請求書ウの甲１３の裏面

のメモについては，法人文書ではないため，保存もしていない」

とする。 

ｂ しかし，上記答申書第５の２（１）ウによれば「『業務に関す

るすべての書類』は廃棄しないこととされており」とある。 

とすれば，甲１３の裏面のメモは存在する。 

機構は，これを開示すべきである。 

（オ） 

ａ 機構は，理由説明書３において「審査請求書エの甲１６につい

ては，総務省年金記録確認関東地方第三者委員会発出の文書につ

いては機構で作成していないため，不開示部分を変更することは

不可能である」とする。 

ｂ 機構は，同委員会から，不開示部分がない同文書を送付され，

不開示分を黒塗りにして，審査請求人に開示したと目される。 

「機構が」不開示部分を作出した以上，機構は，不開示にする

か開示するかを決定出来ると言える。 

従って，機構の「不開示部分を変更出来ない」との主張は失当

である。 

ｃ 知る権利及び自己情報コントロール権の必要性からは，不開示

は上記イ（ア）ｂの場合に限られる。 

本件は，この場合に当たらないと言える。 

貴局は，機構に対して，不開示部分の開示を求めるべきである。 

エ その他 

（ア）同答申書は，審査請求人が所持していた平成２０年８月１日確認

請求書の写しに受付印がなかったから同人が同請求をしたことを認

めることは出来ない（同答申書第５の２（１）オ）とする。 

受付印がないことで請求がないとする同答申書の主張は，失当で

ある。 

何故ならば，そのように言える根拠がないからである。 

審査請求人が持っていた写しは自宅のプリンターでコピーしたも

のであり，特定社会保険事務所で交付されたものではなかった。 

（イ） 

ａ 審査請求人は，平成２３年８月４日付けで特定年金事務所に対
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して「厚生年金保険・健康保険被保険者資格確認請求書」（甲２

４）を提出した。 

同請求書中の「３.基礎年金番号」及び「４.被保険者証の記号

番号」は空欄だった。 

上記Ａは，これらの番号が空欄の同請求書を受け付けた。 

ｂ もし平成２３年８月４日付けの確認請求が，審査請求人が

した初めての確認請求であるならば，これらの番号を空欄にし

たままの確認請求が受け付けられる筈はない。 

何故ならば，これらの番号がなければ審査が出来ないからで

ある。これらの番号がない確認請求が受け付けられたと言うこ

とは，審査請求人がこれより前に確認請求していたことを意味

する。 

そして，その日が平成２０年８月１日なのであって，とすれ

ば，上記①乃至⑤はある筈なのである。 

実際，Ａは，審査請求人に対して，「これらの番号は平成２

０年８月１日の請求の際に承知したから，平成２３年８月４日

付けの請求書には書かなくて良い」旨言った。 

ウ 総括 

頭書事件で不開示又は一部開示の証拠については，これを全て開示

するのが適当である。 

貴局は，機構に対して，これを全て開示するよう求めるべきである。 

証拠方法 

甲第１７号証 平成２８年１１月２５日付け審査請求人陳述書 

甲第１８号証 加入期間証明書 

甲第１９号証 国民健康保険被保険者証 

甲第２０号証 特定社会保険事務所特定職名（当時）のＡ名刺 

甲第２１号証 審査請求人名義の株式会社特定銀行の総合口座帳 

甲第２２号証 特定会社就業規則 

甲第２３号証 保有個人情報開示請求書 

甲第２４号証 厚生年金保険・健康保険被保険者資格確認請求書 

甲第２５号証 書類返送及び取り下げについての件 

附属書類 

甲号各証写し １通 

（資料は省略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 概要 

機構が行った法に基づく開示請求に対する決定に対し，機構あてに審査

請求がなされたことから，総務省情報公開・個人情報保護審査会に諮問を
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行うもの。 

２ 経過 

（１）開示請求（平成２８年４月８日） 

ア 平成２３年８月４日に提出した「健康保険・厚生年金保険被保険者

資格確認請書求書」に係る関係行政機関との事跡記録の全てと関係書

類，提出書類。 

イ 平成２７年４月８日付機構「保有個人情報の開示をしない旨の決定

について（通知）」に対して，内閣府に異議申し立てをした資料及び

受付簿 

ウ 群馬行政評価事務所へ平成２７年４月頃調査依頼をした事実のわか

る記録簿の全て 

エ 平成２７年７月～８月に群馬県警察・特定警察署・特定課の文書消

滅に係る調査及び事実確認，故意の有無に関する事跡記録の全て 

オ 特定年金事務所の平成２３年１２月６日以降の事跡記録簿 

（２）原処分（平成２８年５月２０日） 

ウ，オは全部開示。 

イのうち「平成２７年度異議申立て受付簿のうち，開示請求者以外の

個人に関する情報」は法１４条２号の個人の権利利益を害するおそれが

あるものに該当するため不開示とした。 

エのうち「平成２７年７月～８月に群馬県警察・特定警察署・特定課

の文書消滅に係る調査及び事実確認，故意の有無に関する事跡記録の全

て」については事跡を作成していなかったため文書不存在により不開示

とした。「機構北関東信越地域第二部の回答」は開示請求時点及び現在

においても回答を作成していないため文書不存在により不開示とした。 

（３）審査請求 

機構に次の審査請求がされた。 

以下，開示すべきとする部分を抜き出して示す。 

ア 上記第２の２（１）審査請求書（以下，第３において「審査請求書」

という。）ア「平成２０年８月１日の確認請求の文書の開示」 

（ア）平成２８年４月８日付「保有個人情報開示請求書」で求めたもの

は，次の①から④までのものであった。 

① 健康保険及び厚生年金保険厚生年金保険被保険者資格取得の確

認請求書 

② 審査請求人が当時の勤務先だった特定事業所との問で交わした

雇用書契の約写し 

③ 特定会社から支給された平成１９年１２月分から平成２０年７

月分の給与の詳細が記された書面の写し 

④ 特定事業所が用いた特定商品を管理及び販売するための番号と
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同番号が意味する特定商品の種類及び内容との対応等が書かれた

メモ帳の写し 

⑤ 特定会社が発行した平成２０年分の源泉徴収票の写し 

（イ）②の文書とは，審査請求人が平成２０年８月１日に提出した雇用

契約書の写しである。 

イ 審査請求書イ「文書又は電磁的記録の開示」 

（ア）審査請求人の平成２３年８月４日より前及び平成２３年１２月６

日より後の事跡を記載したものを開示すべきである。 

（イ）警察とのやり取りの記録の開示 

ａ 特定年金事務所の職員が捜査機関に取り調べられたり事情を聴

取されたりしたことに関わることについて記録された文書。 

ｂ 平成２８年４月８日付開示請求書で求めた「平成２７年７月～

８月に群馬県警察・特定警察署・特定課の文書消滅に関する調査

及び事実確認，故意の有無に関する事跡記録の全て（資料を含

む）」の趣旨はイ（イ）ａを求めたものである。 

（ウ）総務省群馬行政評価事務所等外部へ公的な見解を伝える場合には

文書を作成しているはずであるから，開示すべきである。 

（エ）平成２３年の確認請求にかかる通知を作成するのに起案書等があ

るはずなので，開示すべきである。 

（オ）上記イ（ア）～（エ）以外にも日報，会議録，報告文書，処理伺

文書，議案書，決裁書及び事案の検討メモ等の文書を開示すべきで

ある。 

ウ 審査請求書ウ「甲１３の裏面のメモを開示すべきである。」 

エ 審査請求書エ「甲１６の一部不開示部分を開示すべきである。」 

３ 見解 

（１）審査請求書ア（ア）については，請求内容が前回と同様で平成２８年

９月１２日情個審第１７８３号の答申にて結果も出ている。 

（２）審査請求書イ（ア）についてはそもそも請求されていない。 

（３）審査請求書イ（イ）（ウ）（エ）（オ）については，作成しなくては

いけないという規定がなく，そもそも作成していない。 

（４）審査請求書ウの甲１３の裏面のメモについては，法人文書ではないた

め，保存もしていない。 

（５）審査請求書エの甲１６については，総務省年金記録確認関東地方第三

者委員会発出の文書については機構で作成していないため，不開示部分

を変更することは不可能である。 

４ 諮問（平成２８年１０月２１日） 

原処分は妥当であるという意見を付して，審査会に諮問を行う。 

第４ 調査審議の経過 
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当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年１０月２１日  諮問の受理 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１１月１０日     審議 

④ 同年１２月２８日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤ 平成２９年９月２１日   本件対象保有個人情報の見分及び審議 

⑥ 同年１０月１１日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

処分庁は，本件請求保有個人情報の開示請求に対し，本件対象保有個人

情報１ないし３及び５を特定し，このうち，別表の２欄に掲げる部分につ

いて，法１４条２号に該当する，または，保有していないとして不開示と

し，本件対象保有個人情報４について，これを保有していないとして不開

示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，別表の２欄に掲げる部分は開示すべきであ

り，また，本件対象保有個人情報として開示されたもの以外にも本件請求

保有個人情報に該当する保有個人情報があるはずなので，これを開示すべ

きであるとして原処分の取消しを求めている。 

諮問庁は，原処分を妥当であるとしているので，本件対象保有個人情報

の見分結果を踏まえ，本件対象保有個人情報の特定の妥当性及び保有の有

無並びに本件対象保有個人情報２の一部の保有個人情報該当性について，

以下，検討する。 

２ 本件対象保有個人情報の特定の妥当性について 

（１）本件対象保有個人情報１について 

ア 平成２０年８月１日に提出した被保険者資格確認請求書等が開示さ

れていないとする主張について 

（ア）審査請求人は，本件請求保有個人情報として別紙の１により開示

を求めた趣旨は，平成２０年８月１日に特定社会保険事務所に提出

した「健康保険及び厚生年金保険厚生年金保険被保険者資格確認請

求書」（下記①）及びその付属文書（下記②ないし⑤）の開示を求

めるものであるが，これが開示されていないので，開示すべきと主

張する。 

① 健康保険及び厚生年金保険厚生年金保険被保険者資格取得の確

認請求書 

② 当時の勤務先だった特定事業所との間で交わした雇用契約書の

写し 

③ 特定事業所を経営していた特定会社から支給された平成１９年

１２月分乃至平成２０年７月分の給与の詳細が記された書面の写
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し 

④ 特定事業所が用いた特定商品に関する種類及び内容との対応等

が書かれたメモ帳の写し 

⑤ 特定会社が発行した審査請求人の平成２０年分の給与所得の源

泉徴収票の写し 

（イ）これについて，諮問庁は，理由説明書（上記第３）において，平

成２８年度（独個）答申第１０号（以下「前回答申」という。）に

おいて，結果が出ていると説明する。 

（ウ）以下，検討する。 

ａ 前回答申においては，「本人が平成２０年８月１日（金）に，

特定社会保険事務所，社会保険調査官に提出した特定会社の「厚

生年金保険・健康保険被保険者資格確認請求書」に係る申告の経

緯が分かる記録の全て及び終了の記録。（申告処理台帳又は事跡

記録及び添付資料を含む）」に記録された保有個人情報につき，

これを保有していないとして不開示とした決定は，妥当であると

の判断が示されている。 

ｂ 審査請求人が，開示すべきと主張する上記（ア）の①ないし⑤

の文書のうち，①の文書は，審査請求人が平成２０年８月１日に

提出したと主張する被保険者資格確認請求書であり，②ないし⑤

の文書は，その付属文書であり，いずれの文書も，前回答申にお

いて機構が保有していないとして不開示とした決定は妥当である

とされた保有個人情報に含まれるものと解される。また，前回答

申の内容を覆すに足りる事情も認められない。 

ｃ したがって，処分庁において，上記（ア）の①ないし⑤の文書

を保有しているとは認められない。 

イ 開示されていない事蹟記録があるとする主張について 

（ア）審査請求人は，健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格確認請

求（以下「資格確認請求」といい，その請求書を「資格確認請求書」

という。）に係る事蹟記録は，平成２３年８月４日ないし同年１２

月６日のものが開示されたが，同年８月４日より前及び同年１２月

６日より後の同記録の開示がなかったので，これらの文書（メモを

含む。）又は電磁的記録を開示すべきであると主張する。 

（イ）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し平成２３年１２月６日よ

り後の事蹟記録について，詳細な説明を求めさせたところ，以下の

とおりであった。 

ａ 開示された平成２３年８月４日ないし同年１２月６日の事蹟記

録（事蹟管理簿）は，審査請求人が同年８月４日に資格確認請求

書を特定年金事務所に提出したことから，同年金事務所において，
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その処理経過を記録する必要から，資格確認通知を審査請求人に

交付してその処理が終了した同年１２月６日までの期間について，

作成されたものである。 

ｂ 平成２３年１２月６日より後は，審査請求人が資格確認請求を

行ったことも確認されておらず，事蹟記録を作成する必要はなか

ったことから，これについては作成されていない。 

ｃ なお，本件対象保有個人情報１には，平成２３年１２月６日よ

り後の事蹟記録は含まれていないが，同日より後の審査請求人に

係る関係資料が含まれており，これについては開示している。 

（ウ）以下，検討する。 

ａ 審査請求人は，平成２３年８月４日より前の事蹟記録の開示を

求めるところ，これについては，審査請求書（上記第２の２（１）

イ（ア）ｂ（ａ））の記載によると，審査請求人は平成２０年８

月１日に資格確認請求をしてから平成２３年８月３日までの間，

特定社会保険事務所及び特定年金事務所に対して，直接又は電話

で，同請求の処理の進捗方を問い合わせる等したことから，事蹟

記録には，これらのことが記載又は記録されていると考えられる

ものであるとしている。 

したがって，審査請求人が開示を求めるものは，審査請求人が

平成２０年８月１日に特定社会保険事務所に提出したと主張す

る資格確認請求書に係る処理経過等を記録した事蹟記録である

と解され，これについては，上記ア（ウ）と同様の理由により，

処分庁において保有しているとは認められない。 

ｂ 平成２３年１２月６日より後の事蹟記録については，同年８月

４日ないし同年１２月６日のものと同様の事蹟記録は作成されて

いないとする諮問庁の説明は是認できる。 

ｃ したがって，処分庁において，平成２３年８月４日より前及び

同年１２月６日より後の事蹟記録を保有しているとは認められな

い。 

ウ 本件対象保有個人情報１の別表の２欄の部分について 

（ア）審査請求人は，審査請求人は平成２３年８月４日付け「厚生年金

保険・健康保険被保険者資格確認請求書」で，厚生年金保険に加え，

健康保険の被保険者資格の確認も求めていたが，特定年金事務所の

最終的な処分は，厚生年金保険の被保険者資格の有無について確認

するのみで，健康保険のそれについては確認しておらず，また，当

時，特定年金事務所の特定職員は，「なぜ健康保険の被保険者資格

が確認されなかったのかを，北関東信越地域第二部に対して聞く」

としていたから，「機構北関東信越地域第二部の回答」の開示を求
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めたものである旨主張する。 

（イ）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し詳細な説明を求めさせた

ところ，以下のとおりであった。 

ａ 上記（ア）の資格確認請求の対象となった特定会社については，

審査請求人が入社する時期より以前から健康保険組合に加入して

おり，健康保険組合管掌の健康保険の資格確認請求は，当該健康

保険組合に対して行うこととされている。機構では，被保険者資

格の確認請求に対し，厚生年金保険及び全国健康保険協会が管掌

する健康保険について対応することとされているので，審査請求

人に対し厚生年金保険のみの資格確認を通知したものと考えられ

る（以上の根拠は，厚生年金保険法１８条及び１００条の４第１

項３号並びに健康保険法３９条及び２０４条１項４号等）。 

ｂ また，健康保険の資格確認請求先などの基本的な業務上の知識

は，通常，職員であれば承知しているものと思われるが，当時，

特定年金事務所の特定職員が，上記（ア）のようなことを言った

ことが事実かどうか，また，事実とすれば北関東信越地域第二部

から回答があったかどうか等については，当該職員が既に退職し

ているため確認することは困難である。しかし，本件開示請求に

際し，特定年金事務所の職員が事務室及び書庫を確認したが，該

当する文書の存在は確認できなかった。 

（ウ）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，特定会社に係る社会保

険オンラインシステムの帳票の提示を求めさせ，その内容を確認さ

せたところ，諮問庁の説明のとおり，特定会社は，審査請求人が入

社する時期より以前から同業種の健康保険組合に加入していること

が認められた。 

また，上記諮問庁の説明は，法令を根拠としたものであり，文書

の探索も不十分であったとはいえず，該当する文書を保有していな

いとする諮問庁の説明には，特段，不自然・不合理な点はなく，こ

れを覆すに足りる事情も認められない。 

したがって，処分庁において当該文書を保有していないとする諮

問庁の説明は是認せざるを得ない。 

（２）本件対象保有個人情報２について 

ア 本件請求保有個人情報のうち別紙の２に掲げる部分は，審査請求人

が，過去に機構による保有個人情報の不開示決定に対して自らが異議

申立てをした件に関する資料に記録された保有個人情報であるところ，

処分庁は，これについて，審査請求人が異議申立ての際に機構に提出

した資料等を特定し，一部開示した。 

これに対し，審査請求人は，上記資料等に含まれる，特定会社が総
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務省年金記録確認関東地方第三者委員会（以下「第三者委員会」と

いう。）からの照会に対して回答を行った文書につき，回答部分が

黒塗りとなっているもの以外に，これが黒塗りとされていない文書

が存在するはずであるとして，その特定を求めているものと解され

る。 

イ これについて，諮問庁は，理由説明書（上記第３）において，第三

者委員会発出の文書については機構で作成していないため，不開示部

分を変更することは不可能であるとしており，また，当審査会事務局

職員をして諮問庁に対し詳細な説明を求めさせたところ，機構が，第

三者委員会から当該回答部分が黒塗りにされていない文書を提供され

たことはなく，保有もしていないとのことであった。 

上記諮問庁の説明に不自然・不合理な点はなく，これを覆すに足り

る事情は認められない。 

ウ 以上のことから，上記アの審査請求人が特定を求めていると解され

る文書については，上記イの機構においてこれを保有していないとす

る諮問庁の説明は是認できる。 

（３）その他の主張について 

審査請求人は，文書１で開示された審査請求人が特定年金事務所から

交付された厚生年金保険被保険者確認（処分）通知書等の文書について

は，当該文書が作成及び交付されるまでの起案書，稟議書及び決裁書等，

当該文書を作成及び交付するのに必要な文書又は電磁的記録が作成され

たはずであること，また，文書３で開示された群馬行政評価事務所から

特定年金事務所への照会文書及び同年金事務所から同行政評価事務所へ

の回答文書並びに回答文書の起案書については，これらに関わることが

記載又は記録された文書又は電磁的記録（会議録，回答内容の起案文書

及び当時の担当者から事情を聴取した事情聴取書等）を作成及び保管し

ているはずであること，さらに，具体的に開示を求めた文書以外に，日

報，会議録，報告文書，処理伺文書，議案書，決裁書及び事案の検討メ

モ等の文書又は電磁的記録を作成及び保管しているはずであるから，こ

れらを開示すべきであると主張する。 

しかしながら，審査請求人が開示すべきと主張するこれらの文書又は

電磁的記録は，本件開示請求書の記載からは，本件請求保有個人情報に

含まれるものとは認められないから，審査請求人の主張は採用できない。 

（４）以上のことから，機構において，本件対象保有個人情報１ないし３及

び５の外に本件請求保有個人情報として特定すべき保有個人情報を保有

しているとは認められない。 

３ 本件対象保有個人情報４の保有の有無について 

（１）審査請求人は，特定年金事務所の職員が捜査機関によって聴取された
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ことの記録等を作成及び保管しないことは考えられないので，当該文書

を開示すべきである旨主張する。 

（２）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し詳細な説明を求めさせたとこ

ろ，以下のとおりであった。 

ア 捜査機関から職員が聴取を受けた場合，記録等を作成しなければな

らないという業務上の規定はない。平成２７年７月に特定警察署の警

察官が，事情の聞き取りのため，特定年金事務所に来所し，所長，特

定課の課長及び一般職員の３人で対応したが，対応状況についての記

録は作成していない。なお，当該聞き取りがされた件は，特段刑事事

件として取り扱われることはなかった。 

イ 当審査会事務局職員からの要請を受けて，今回，改めて，特定年金

事務所から聴取したところ，該当する記録は作成していないとのこと

であり，また，特定年金事務所の職員が事務室及び書庫を確認したが，

該当する記録の存在は確認できなかったとしている。 

（３）さらに，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，捜査機関から業務

に関連した内容について職員が聴取を受けた場合であっても記録を作成

しないのか確認させたところ，記録等を作成しなければならないという

業務上の規定はないとのことである。 

（４）該当する記録を保有していないとする諮問庁の上記（２）及び（３）

の説明には，特段，不自然・不合理な点はなく，これを覆すに足りる事

情も認められない。 

したがって，処分庁において本件対象保有個人情報４を保有していな

いとする諮問庁の説明は是認せざるを得ない。 

４ 本件対象保有個人情報２の一部の保有個人情報該当性について 

処分庁は，原処分において，本件対象保有個人情報２の別表の２欄の部

分については，法１４条２号に該当するとして不開示とし，諮問庁も，こ

れを妥当であるとしている。 

しかしながら，当該部分は，審査請求人以外の特定の個人の氏名が記載

された「異議申立人」欄及び当該個人が請求した文書名が記載された「請

求個人情報文書名」欄であることから，審査請求人以外の特定の個人を本

人とする保有個人情報であり，法１２条１項に規定する審査請求人を本人

とする保有個人情報に該当するとは認められない。 

したがって，本件開示請求に対し，当該部分は，審査請求人を本人とす

る保有個人情報には該当しないとして，不開示とすべきであったと認めら

れるので，原処分が当該部分を不開示としたことは，結論において妥当で

ある。 

５ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を
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左右するものではない。 

６ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求保有個人情報の開示請求に対し，本件対象保

有個人情報を特定し，その一部を保有していない，又は法１４条２号に該

当するとして不開示とした決定については，機構において，本件対象保有

個人情報１ないし３及び５の外に開示請求の対象として特定すべき保有個

人情報を保有しているとは認められないので，本件対象保有個人情報１な

いし３及び５を特定したこと並びに本件対象保有個人情報４を保有してい

ないとして不開示としたことは妥当であるが，本件対象保有個人情報２の

別表の２欄の部分は，審査請求人を本人とする保有個人情報に該当しない

と認められるので，本件対象保有個人情報２の別表の２欄の部分を同号に

該当するとして不開示としたことは，結論において妥当であると判断した。 

（第３部会） 

委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子  
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別紙  

本件請求保有個人情報 

１ 私が，平成２３年８月４日に提出した「健康保険・厚生年金保険被保険

者資格確認請求書」は，平成２０年８月１日（当時社会保険庁）の再提出

であることを確認するために行った関係行政機関との事蹟記録の全てと関

係書類，提出書類の全て。開示請求期間平成２０年８月１日から平成２８

年４月３０日までとする。日本年金機構・北関東信越地域第二部の回答を

含む。申立書，嘆願書。 

２ 平成２７年４月８日付，日本年金機構「保有個人情報の開示をしない旨

の決定について（通知）」に対して，内閣府に異議申立てをした資料及び

事蹟記録又は管理簿の全て 

３ 群馬行政評価事務所へ平成２７年４月頃調査依頼をした事実の分かる記

録簿の全て 

４ 平成２７年７月～８月に群馬県警察・特定警察署・特定課の文書消滅に

関する調査及び，事実確認，故意の有無に関する事蹟記録の全て（資料を

含む） 

５ 特定年金事務所の平成２３年１２月６日以降の事蹟記録簿 
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別表    

１ 本件対象保有個人情報が記録され

た文書 

２ 不開示とし

た部分 

３ 不開示とし

た理由 

文書１ 平成２３年８月４日に提出

した「健康保険・厚生年金保

険被保険者資格確認請求書」

に係る関係行政機関との事跡

記録の全てと関係書類，提出

書類 

「機構北関東信

越地域第二部の

回答」 

不存在 

文書２ 平成２７年４月８日付日本

年金機構「保有個人情報の開

示をしない旨の決定について

（通知）」に対して，内閣府

に異議申し立てをした資料及

び受付簿 

「平成２７年度

異議申立て受付

簿」における審

査請求人以外の

「異議申立人」

欄及び「請求個

人情報文書名」

欄 

法１４条２号該

当性 

文書３ 群馬行政評価事務所へ平成

２７年４月頃調査依頼をした

事実のわかる記録簿の全て 

  

文書４ 平成２７年７月～８月に群

馬県警察・特定警察署・特定

課の文書消滅に係る調査及び

事実確認，故意の有無に関す

る事跡記録の全て 

全て 不存在 

文書５ 特定年金事務所の平成２３

年１２月６日以降の事跡記録

簿 

  

 


